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都市計画公園供用面積 誘致圏人口

主な意見の内容

１ 第１回策定委員会のまとめ

１)マスタープランの考え方について
・経済施策とリンクしたマスタープランの策定
・都市構造の考え方について

２)都市づくりの課題について
・土地利用(沿道利用)の考え方について
・都市内農地のあり方について
・市街化区域内の工業用地のあり方について
・高齢化社会への対応について
・人口の定住について
・中心市街地の活性化(再生)について

３)高知広域都市計画区域のあり方について
・周辺市町都の開発規制の格差や香南市の高知
広域への編入などについて検証が必要

４)区域区分について
・これまでの区域区分の効果や周辺市町との格差
に対する検証が必要

５)その他
・これまでの都市計画に対する検証が必要 など

※詳細については資料－４を参照

★意見に対しては、まちづくりの基本理念や目標、
主要な都市計画の決定の方針（土地利用や都市
施設の方針など）の検討において反映

第１回策定委員会の議題
◇都市計画区域マスタープラン見直しの背景

◇取り組むべき課題とまちづくりの方向性

について検討

②都市施設整備による効果

◇都市計画公園として、
昭和50年時点： 58箇所、 73haを供用
平成21年時点：156箇所、約213haを供用

■供用面積及び誘致圏人口の変化

2.9倍

2.3倍

◇公園の誘致(サービス)圏域
街区公園：半径250ｍ
近隣公園：半径500ｍ
地区公園：半径１ｋｍ

都市計画公園の整備により身近に
公園を利用できる人口は35年間で
２.３倍に増加。

◇都市基盤整備(土地区画整理)事業として34箇所(約1,200ha)において事業を
実施
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狭小道路率 ４ｍ未満の道路に
のみ接する建物率

施工前 施工後

■潮江西部地区における事業実施前後の状況

市街地基盤整備の実施により、４ｍ未満の狭
小道路が解消され、良好な住環境の確保や防
災上の安全性が向上。

施工前 施工後

■事業区域における施行前後の状況

解消
解消

参考：これまでの都市計画の実施による効果例

①市街地基盤整備による効果

■都市計画公園の誘致圏域の変化

※下記以外の効果については資料－６を参照

出典）都市計画課資料、国勢調査

出典）都市計画基礎調査
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現行の都市計画区域マスタープランの基本理念や目標を基本とした
上で、前回策定時以降に生じてきた課題への対応などを踏まえて、
記載内容の修正や必要事項の追加を行う

２ 都市計画のまちづくりの基本理念と目標

（１）現行区域マスタープランにおけるまちづくりの基本理念と目標

現行区域マスタープラン策定時
における主な都市づくりの課題

◇人口規模が成熟した少子高齢社会を前提
とするまちづくり

◇今後の産業構造を見据えた都市基盤整備
の展開

◇適正な規模による市街地の形成と、既存
集落の衰退に対する効果的な対策の実施

◇水害や震災対策など安全で、安心して生
活できるまちづくりの推進

◇中心部の衰退や、人口の空洞化に対する
既成市街地の再整備の推進

◇自然と調和した快適な住宅環境整備など
自然環境との共生

見直しの

考え方

基本理念１
まちと緑が身近に出会う

美しいまちづくり

基本理念２
安全を確保し、生活が息づく

まちづくり

基本理念３
成熟社会を支える、住民参加の

まちづくり

ａ．豊かな自然・歴史・文化をまちづくりに
活かす

ｂ．整序ある土地利用区分を設定し、開発と
保全の調和がとれた土地利用を図る

ａ．南海大地震などの災害に対応した、良
好な都市・住環境整備を進める

ｂ．人口定住策と中心市街地の再生を図る

ｃ．人と車がおりあう交通網の整備を進める

ａ．全ての人に暮らしやすい、ユニバーサル
デザインに対応したまちづくり

ｂ．住民参加によるまちづくりを進める

現行のまちづくりの基本理念と目標
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２ 都市計画のまちづくりの基本理念と目標

（２）まちづくりの基本理念と目標の改正（案）

≫まちなかに緑が息づく美しい都市空間の充実を図り、都市に対する魅力を高める

≫地域の独自の文化を活かし、都市と農村の交流を図り、持続可能な循環型社会の実現に
向けて取り組む

基本理念１ まちと緑が身近に出会う、美しいまちづくり

※表中の赤字が追加・修正を行った箇所

目標ａ 豊かな自然・歴史・文化をまちづくりに活かす

目標ｂ 秩序ある土地利用規制を設定し、開発と保全の調和がとれた土地利用を図る

方
向
性

≫まちなかに緑が息づく美しい都市空間の充実を図り、都市に対する魅力を高める

≫地域の独自の文化を活かし、都市と農村の交流を図る。

≫人口や都市機能を集約した都市を形成することにより地域活力を維持する。

≫既存の基盤施設の有効活用や既成市街地の更新などにより効率的な都市運営を図り、持続
可能な都市の実現に向けて取り組む。

基本理念１ まちと緑が身近に出会う、次世代につなぐまちづくり

目標ａ 豊かな自然・歴史・文化をまちづくりに活かす

目標ｂ 秩序ある土地利用規制により次世代に引き継ぐべき生活環境の保全を図る

方
向
性

目標ｃ 既存の都市基盤施設の有効活用や再編を進め、効率的な都市運営を図る

改定案
※表中の下線部が変更対象箇所

都市づくりの課題と今後の方向性

（第１回策定委員会より）

【持続可能な都市の実現】
◇都市の拡大を抑制し、地域の活力を維持する

◇都市の規模を維持し、既存の都市基盤施設等を有効
活用することで、コストの低減化を図る

◇今後増加が予想される空地等を活用しつつ、市街地
の更新を進めるための環境づくりを推進

【暮らしやすいまちの実現】
◇将来にわたって住民が安心して暮らせるための公共

交通の充実

◇徒歩や自転車で移動することが可能な範囲を１つの
生活圏域として、日常生活に必要な公共施設や商業
医療施設等と居住地で構成される圏域(拠点)の形成

◇高齢化の進む住宅団地や既存集落の活力の維持

【にぎわいのあるまちの実現】
◇既存の都市基盤施設等の有効活用や都市機能（行政、

業務、商業、教育機能など）の集積を進め、中心部
を都市拠点として再生

◇中心部への人口集積（まちなか居住の推進や来外者
の増加など）を図るための環境づくり

【災害に備えたまちの実現】
◇密集市街地の改善や避難路・避難施設等の確保など、

都市の安全性を高めるための取り組みの推進

◇長期の浸水への対応

◇リスク情報の提供や活用

反
映

※上記中、 の箇所が基本理念や
目標に対して反映すべき事項
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２ 都市計画のまちづくりの基本理念と目標

≫今後想定される災害に備えたハード・ソフト面での充実を図るなど、安全で安心して生
活できるまちづくりの推進

≫生活環境の向上に向け、中心市街地の再生、住環境整備や地域を結ぶ交通網の整備など
に取り組む

基本理念２ 安全を確保し、生活が息づくまちづくり

※表中の赤字が追加・修正を行った箇所

目標ａ 南海大地震などの災害に対応した、良好な都市・住宅環境整備を進める

目標ｂ 人口定住策と中心市街地の再生を図る

方
向
性

≫想定される災害に対する備えの充実と事前の取り組みを進めるなど、安全で安心して生
活できるまちづくりを推進

≫にぎわいや活力あるまちの実現に向け、中心市街地などの再生や産業振興につながる環境
づくりに取り組む

≫誰もが暮らしやすい社会の実現に向け、日常的な生活拠点を位置づけ、強化するなどの環
境整備に取り組む

≫誰もが自由に移動できる交通環境の改善に取り組む

基本理念２ 安全を確保し、生活が息づくまちづくり

目標ａ 南海地震などの災害に対応した、良好な都市・住宅環境整備を進める

目標ｂ まちの中心となる都市拠点の機能の強化や、地域の振興を図る特徴を活かし
た拠点づくりを推進する

方
向
性

目標ｃ 徒歩等で移動し、暮らすことが可能な拠点の機能を強化し、人口集積を図る
ための生活環境づくりを推進する

改定案

目標ｃ 人と車がおりあう交通網の整備を進める

目標ｄ 安心して暮らせるための交通環境の改善を図る

都市づくりの課題と今後の方向性

（第１回策定委員会より）

【持続可能な都市の実現】
◇都市の拡大を抑制し、地域の活力を維持する

◇都市の規模を維持し、既存の都市基盤施設等を有効
活用することで、コストの低減化を図る

◇今後増加が予想される空地等を活用しつつ、市街地
の更新を進めるための環境づくりを推進

【暮らしやすいまちの実現】
◇将来にわたって住民が安心して暮らせるための公共

交通の充実

◇徒歩や自転車で移動することが可能な範囲を１つの
生活圏域として、日常生活に必要な公共施設や商業
医療施設等と居住地で構成される圏域(拠点)の形成

◇高齢化の進む住宅団地や既存集落の活力の維持

【にぎわいのあるまちの実現】
◇既存の都市基盤施設等の有効活用や都市機能（行政、

業務、商業、教育機能など）の集積を進め、中心部
を都市拠点として再生

◇中心部への人口集積（まちなか居住の推進や来外者
の増加など）を図るための環境づくり

【災害に備えたまちの実現】
◇密集市街地の改善や避難路・避難施設等の確保など、

都市の安全性を高めるための取り組みの推進

◇長期の浸水への対応

◇リスク情報の提供や活用

反
映

※上記中、 の箇所が基本理念や
目標に対して反映すべき事項

※表中の下線部が変更対象箇所
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２ 都市計画のまちづくりの基本理念と目標

左記の都市づくりの課題を解決していくためには住民が積極
的にまちづくりに参加するとともに、主体となったまちづく
りを行うことができるための環境づくりが必要

≫全ての人に配慮したユニバーサルデザインに基づくバリアフリーのまちづくり

≫住民ニーズを把握し、住民がまちづくりに積極的に参加できる仕組みづくりに努める

基本理念３ 成熟社会を支える、住民参加のまちづくり

※表中の赤字が追加・修正を行った箇所

目標ａ 全ての人に暮らしやすい、ユニバーサルデザインに対応したまちづくりを
進める

目標ｂ 住民参加によるまちづくりに取り組む

方
向
性

≫全ての人に配慮したユニバーサルデザインに基づくバリアフリーのまちづくり

≫住民ニーズを把握し、住民がまちづくりに積極的に参加し、主体となってまちづくりを
進めることができる仕組みづくりに努める

基本理念３ 共に助け合う、協働のまちづくり

目標ａ 全ての人に暮らしやすい、ユニバーサルデザインに対応したまちづくりを
進める

目標ｂ 住民主体のまちづくりに向けた環境づくりに取り組む

方
向
性

改定案

都市づくりの課題と今後の方向性

（第１回策定委員会より）

【持続可能な都市の実現】
◇都市の拡大を抑制し、地域の活力を維持する

◇都市の規模を維持し、既存の都市基盤施設等を有効
活用することで、コストの低減化を図る

◇今後増加が予想される空地等を活用しつつ、市街地
の更新を進めるための環境づくりを推進

【暮らしやすいまちの実現】
◇将来にわたって住民が安心して暮らせるための公共

交通の充実

◇徒歩や自転車で移動することが可能な範囲を１つの
生活圏域として、日常生活に必要な公共施設や商業
医療施設等と居住地で構成される圏域(拠点)の形成

◇高齢化の進む住宅団地や既存集落の活力の維持

【にぎわいのあるまちの実現】
◇既存の都市基盤施設等の有効活用や都市機能（行政、

業務、商業、教育機能など）の集積を進め、中心部
を都市拠点として再生

◇中心部への人口集積（まちなか居住の推進や来外者
の増加など）を図るための環境づくり

【災害に備えたまちの実現】
◇密集市街地の改善や避難路・避難施設等の確保など、

都市の安全性を高めるための取り組みの推進

◇長期の浸水への対応

◇リスク情報の提供や活用

※表中の下線部が変更対象箇所

反
映
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３ 区域区分について

（１）持続可能な都市の実現に向けて

急速な人口減少や高齢化などが進む中での都市づくりの課題
▼

【持続可能な都市の実現】

◇都市の拡大を抑制し、地域の活力を維持する

人口が減少し高齢化が進む中で、地域の活力を維持しつ
つ暮らしやすい環境を確保するためには、都市基盤が充
実した市街地に人口などを集積していくことが必要。

人口の集積を図るためには
「区域区分」が必要

■年齢３区分別人口の推移 ■市街化区域の面積及び人口密度(市街化区域・DID)の推移

◇今後は、人口減少の中で、生産人口は減少し高齢人口は増加する。 ◇高知広域では、区域区分の実施により人口密度を概ね一定に保持し
ている。

H17H17年と年とH42H42年の比較：年の比較： 総人口総人口 約約5.05.0万人減万人減
（内訳）年少人口（内訳）年少人口 約約1.81.8万人減万人減

生産人口生産人口 約約6.66.6万人減万人減
高齢人口高齢人口 約約3.43.4万人増万人増

都市づくりの課題と今後の方向性
（第１回策定委員会より）
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３ 区域区分について

都市運営コストを低減させるためには

◇既存の基盤施設等の有効活用や再編を進めることに
より、運営の効率化を図る

◇新たな基盤整備等の都市運営コストの発生を抑制す
るため、人口(都市)規模に見合った市街地の規模を
維持する

ことが必要である

■都市運営コストにおける今後の予測

14％低減

出典：都市運営コストの標準試算モデル(国土交通省)を用いて算出
※都市運営費用は全国的なデータを元に可住地面積等を考慮して推計

集約型都市
構造により
コスト低減 1.4倍に

増加

市街地の拡大
により都市コ
ストは大幅に
増加

現況で
区域区分
を廃止

平成42
年には

急速な人口減少や高齢化などが進む中での都市づくりの課題
▼

【持続可能な都市の実現】

◇都市の規模を維持し、既存の都市基盤施設等を有効
活用することで、都市運営コストの低減化を図る

持続可能な都市づくりのためには、都市運営
コストの低減が必要であり、そのためには
「区域区分」が必要

現在の都市
構造を維持

集約型の都
市構造を実
現した場合

現在の都市構
造のままだと
１人あたりの
負担が増加

区域区分を
廃止した場合

385 371 438 363 325 349 399 373 356 321 310 258 219
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20%
21% 20%
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27% 28% 28% 27% 27%
24% 25%
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33%
36%

0

500

1000

1500

2000

2500

H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19
0%

10%

20%
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50%

土木費 民生費 その他の歳出 土木費割合 民生費割合

市
町
に
お
け
る
歳
出

(億円)

歳
出
に
占
め
る
土
木
費
・
民
生
費
の
割
合

※国土交通省所管の社会資本
(道路、港湾、空港、公共賃貸住宅、
下水道、都市公園、治水、海岸)

を対象

投資可能額の
見通し

■歳出に占める土木費と民生費の推移 ■社会資本の維持管理
・更新費の見通し(全国データ)

※高知広域構成市町(３市１町)を対象
出典：高知県統計書及び財政課資料

※都市運営コスト：公共施設（道路・下水道などのインフラ）
に係わる維持管理費、更新費、新規整備な
どの費用や、ゴミ処理、学校・保育所、警
察・消防などの行政サービスに係る費用な
どの都市を運営していくために必要となる
コスト

歳出に占める民生費等の増加に伴い、施設等の
整備や維持管理に要する土木費が減少。

このままだと、新規整備だけでなく、
既存の施設の維持管理や更新も困難に
なることが懸念される。都市づくりの課題と今後の方向性

（第１回策定委員会より）

H22
(年度)

H27 H32 H37 H42

10

３ 区域区分について

【暮らしやすいまちの実現】
◇将来にわたって住民が安心して暮らせるための公共

交通の充実

◇徒歩や自転車で移動することが可能な範囲を１つの
生活圏域として、日常生活に必要な公共施設や商業
医療施設等と居住地で構成される圏域(拠点)の形成

◇高齢化の進む住宅団地や既存集落の活力の維持

【にぎわいのあるまちの実現】
◇既存の都市基盤施設等の有効活用や都市機能（行政、

業務、商業、教育機能など）の集積を進め、中心部
を都市拠点として再生

◇中心部への人口集積（まちなか居住の推進や来外者
の増加など）を図るための環境づくり

・日常生活等に必要な機能が概ね徒歩圏内に集約された拠点
の機能を強化し、拠点間の公共交通を含めた交通ネットワ
－クが充実された「集約型の都市構造」を目指す。
※拠点は、生活の場としての拠点だけではなく、地域の特

性（歴史文化拠点や産業拠点など）や有すべき機能を踏
まえながら強化を図る

・市街化区域内でも人口が減少し、低密度化が予測されるので、
にぎわいのあるまちを強化していくためには、人口や都市機能
を集積することが必要

▼

・高齢社会のなかで暮らしやすいまちを実現するためには、日常
生活等に必要な機能が概ね徒歩等で移動できる集約された拠点
の機能を強化することが必要

人口や都市機能を集約していくためには
「区域区分」が必要

都市づくりの課題と今後の方向性
（第１回策定委員会より）

■目指すべき都市構造のイメージ

地域拠点

地域拠点

拠点

地域拠点

地域拠点

地域拠点

鉄道・バスによる
交通ネットワーク

拠点間の公共交通を含めた
交通ネットワ－クの充実

日常生活等に必要な機能が集
約された拠点の形成

生活拠点

(歴史)拠点

生活拠点

緑地等の整備や農地への
転換などを行い、ゆとり
ある生活環境を創出

生活拠点

都市計画区域

市街化区域

都市計画区域

市街化区域

都市計画区域

市街化区域

空地や空家
が多く発生
した地区
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11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

都市計画区域外
新規編入都市計画区域
旧市街化調整区域

旧市街化区域

(ha)

３ 区域区分について

（２）まちと緑が身近に出会うまちづくりに向けて

高知広域都市計画区域の特徴は
「周囲の豊かな自然環境とコンパクトにまとまった市街地によ

り一体的なひとつの都市が形成されていること」である

高知広域の特徴をまちづくりに活かすとともに、後世に伝える
べき財産でもあることから、下記の目標を設定。

目標ａ 豊かな自然・歴史・文化をまちづくりに活かす

目標ｂ 秩序ある土地利用規制により次世代に引き継ぐべき生
活環境の保全を図る

これまで高知広域都市計画区域では、「区域区分」
を行うことにより、豊な自然環境等を保全しながら、
まちづくりを行ってきた。

▼
今後も、地域の特徴を活かしたまちづくりを行うた
めには、無秩序な開発を抑制し、自然環境の保全を
図ることが必要

無秩序な開発を抑制するためには、
「区域区分」が必要

■旧香川中央都市計画区域における農地転用面積の推移

旧調整区域の農
地転用面積は大
幅に増加

(旧市街化調整区域)：平成11年～15年度_平均21.5ha
平成16年～20年度_平均56.1ha

(旧市街化区域) ：平成11年～15年度_平均33.6ha
平成16年～20年度_平均20.1ha

2.6倍

0.6倍

出典）高知県における農地の動き
※ただし、農地法4、5条該当以外の転用のうち

転用用途が植林のものは除く

■高知広域都市計画区域の市街化調整区域における農地転用面積の推移

住宅用地への転用は概ね
一定に抑えられ、無秩序
な開発の抑制に寄与

旧春野町の98豪雨
による災害復旧

区域区分廃止

南国市のオフィ
スパーク等

※( )数値は合計面積

12

■旧香川中央における見直し前の町丁目別人口の動向(平成14～16年の変化)

３ 区域区分について

（３）区域区分を廃止した場合の動向予測

香川県では、香川中央都市計画区域において、平成16年５月に区域
区分を廃止し、県内の都市計画区域の再編を行うとともに、新たな
土地利用規制を導入した。

■香川県の都市計画区域位置図(平成12年時点)

23区域(７市17町)

■旧香川中央における見直し後の町丁目別人口の動向(平成16～21年の変化)

出典）線引廃止5年間の土地利用等の動向調査(香川県)

線引き廃止後の５年間の動向としては

≫高松市や丸亀市などの総人口は横ばい。

≫旧市街調整区域の幹線道路の沿道を中心として

人口増加（＝市街地の拡大）がみられる

の傾向がみられる

下図対象エリア
(旧香川中央都市計画区域)

旧市街化区域の
縁辺部外側での
人口増加が顕著

■旧香川中央都市計画区域の動向整理（その１）
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■旧香川中央都市計画区域における農地転用面積の推移

３ 区域区分について

出典）線引廃止5年間の土地利用等の動向調査(香川県)

■旧香川中央都市計画区域における建築確認面積

■旧香川中央都市計画区域の動向整理（その２）

農地転用面積 建築確認面積
建築確認と農地転用

の面積の差

旧市街化
調整区域

平成11～15年度(平均) ２１.５ha １２.３ha １２.２ha

平成16～20年度(平均) ５６.１ha ２４.４ha ３１.７ha

34.6ha増 19.5ha増

■区域区分廃止前後における変化

◇区域区分の廃止前後で比較すると、旧市街化調整区域の農地転用面積は
３４.６ha増加し、建築確認面積は１２.１ha増加。

◇農地転用面積と建築確認の面積の差は、１９.５haとなっており、土地の
供給が宅地の需要を上回っている。

区域区分廃止 区域区分廃止

12.1ha増

14

３ 区域区分について

■98’高知豪雨における浸水状況(大津地区周辺)

都市防災上の懸念や都市運営コストから判断すると
「区域区分の廃止」は望ましくないと考えられる

98’高知豪雨では県全体で被
害総額は660億円を超える。
高知市では国分川、舟入川流
域を中心に広範囲にわたって
浸水し、２ｍを超える浸水被
害も発生している。

出典）平成10年９月豪雨被害の記録

対象：幹線道路沿道などの宅地化が
予想される市街化調整区域に
含まれる500ｍﾒｯｼｭを対象

■区域区分を廃止した場合の一定の条件下における
平成32年人口分布の予測(宅地化が予想されるエリア) ■高須地区周辺の土地利用状況と高知豪雨での浸水エリア

算出：高松市における区域区分廃止後の旧市街化調整区域の
方法 人口動向(3%増加/5年)がH17以降続くと想定して算出

H17人口が「０」の箇所は旧市街化調整区域の人口密度
（17人/ha）×面積 により算出

・市街地の拡大が予想されるエリアは、98’高知豪雨において広範囲に
わたり浸水したエリア。

・宅地化された場合には、浸水の危険など防災上の問題が懸念されると
ともに、浸水を防ぐための基盤整備など新たなコストが必要となる。

■区域区分を廃止した場合、開発圧力が高まる場所を想定
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４ 次回の検討委員会に向けて

【持続可能な都市の実現に向けて】

◇人口が減少し高齢化が進む中で、地域の活力を維持しつつ
暮らしやすい環境を確保するためには、都市基盤が充実し
た市街地に人口などを集積していくことが必要。

◇都市運営コストを低減させるためには、既存の基盤施設等
の有効活用や再編による運営の効率化、および新たな都市
運営コストの発生を抑制するため、人口(都市)規模に見
合った市街地の規模を維持することが必要。

◇高齢社会のなかで暮らしやすいまちを実現するためには、
日常生活等に必要な機能が概ね徒歩等で移動できる集約さ
れた拠点を位置づけ、強化することが必要

【まちと緑が身近に出会うまちづくりに向けて】
◇これまで高知広域都市計画区域では、区域区分を行うこと

により、豊かな自然環境等を活かしながらまちづくりを行っ
てきた。

◇今後も、地域の特徴を活かしたまちづくりを行うためには、
無秩序な開発を抑制し、自然環境の保全を図ることが必要

【区域区分の廃止後の動向を踏まえて】

◇浸水の危険性が高い地域で宅地の進行が見込まれるなど都
市防災上の懸念が大きいほか、浸水を防ぐための新たな基
盤整備などに要するコストが必要。

「区域区分」が必要

人口の集積

都市運営コストの低減

人口と都市機能の集約

無秩序な開発の抑制
自然環境の保全

都市防災上の懸念

次
回
の
策
定
委
員
会
に
お
い
て
、
主
要
な
都
市
計
画
の

決
定
の
方
針
な
ど
を
提
示

第２回策定委員会のまとめ
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（１）都市計画について

■都市計画とは

１．これまでの都市計画の経緯

（目的）
都市の健全な発展と秩序ある整備を図るために、
（１）都市計画の内容及びその決定手続き
（２）都市計画制限
（３）都市計画事業
（４）その他都市計画に関して必要な事項

を定めることにより、国土の均衡ある発展と公共の福祉の増進に寄与
することを目的とする （都市計画法第１条）

（都市計画の基本理念）
都市計画は、農林漁業との健全な調和を図りつつ、健康で文化的な都
市生活及び機能的な都市活動を確保すべきこと並びにこのためには適
正な制限のもとに土地の合理的な利用が図られるべきことを基本理念
として定める （都市計画法第２条）

■都市計画制度の構成 出典）国交省HP

◇土地利用規制
≫目指すべき都市像の実現に向けて、土地利用計画（規制）の枠組
みとして、規制・誘導等を行うために「区域区分（市街化区域及
び市街化調整区域）」や「用途地域」などを指定。

◇都市施設・市街地開発事業
≫都市づくりの骨組みとなる必要な都市施設（道路、公園、下水道
など）を定め、また密集市街地などでは市街地開発事業など、計
画的に事業を実施することにより都市づくりを推進。

■密集市街地な
どの住環境を
改善すべき地
区での土地区
画整理事業

■駅前など土地
を有効に高度
利用を図る地
区での市街地
再開発事業

■都市施設の整備イメージ■土地利用計画のイメージ

都市計画では土地利用規制と都市施設・市街地開発事業を両輪として都市づくりを推進

4

（２）高知広域都市計画区域における経緯

当初：昭和45年に、高知市、南国市、土佐山田町、伊野町の
行政区域の一部と、春野町、大津村、介良村の行政区
域全域を含み高知広域都市計画区域として指定

▼
現在：当初決定以降、高知新港などを新たに区域に編入し、

現在に至る

当初：高知広域都市計画区域の指定と併せて、昭和40年国勢
調査による人口集中地区および隣接して市街化が進行
している区域、土地区画整理事業の施行済、施行中の
区域、施行により計画的整備を図るべき区域など約
5,440haを市街化区域に指定

■当初決定における市街化区域の配置の考え方

◇高知市：平坦地は海抜ゼロメートルに近いことから、西および南北方向は
開発可能な山裾まで区域を拡大、東方は工業用地として開発。

◇南国市：旧15町村の集合体であることから、集積度の高い旧後免町、大篠
村を核として区域を設定。 十市地区には高知市の人口の受け皿
を配置。

◇土佐山田町：土讃線および国道195号沿道の既成の集積地を核としてコン
パクトに区域を設定。

◇伊野町：南北に狭隘であるため既成市街地と東方に国道33号沿道に区域を
設定。

■当初決定における高知広域都市計画区域

１．これまでの都市計画の経緯

■都市計画区域

■市街化区域及び市街化調整区域
※昭和45年10月31日告示

■都市計画区域及び市街化区域（市街化調整区域）の変遷
S45.10.16 S45.10.31 S54.9.14 S57.11.30 S61.2.28 S63.5.2 H元.6.16 H2.7.27 H3.9.27 H4.12.24 H5.8.10 H6.9.8 H8.6.21 H11.5.18 H12.7.4 H14.11.1

当初
区域指定

当初
線引き

第1回線引き
の見直し

随時編入
(十市)

第2回線引き
の見直し

随時編入
(潮見台他)

随時編入
(内の谷他)

随時編入
(鳥越)

随時編入
(仁井田他)

第3回線引き
の見直し

随時編入
(福井他)

随時編入
(仁井田)

随時編入
(介良)

随時編入
(瀬戸)

第4回線引き
の見直し

随時編入
(長浜･池)

都市計画区域
面積（ha）

29,600 → → → → → → → →
29,735
＋135ha

→ → → →
29,779
＋44ha

→

市街化区域
面積（ha） 5,440 5,643 5,645 5,713 5,845 5,894 5,897 5,903 6,038 6,042 6,043 6,043 6,047 6,148 6,190

市街化調整区域
面積（ha）

24,160 23,957 23,955 23,887 23,755 23,706 23,703 23,697 23,697 23,693 23,692 23,692 23,688 23,631 23,589

増減 +203ha +2ha +68ha +132ha +49ha +3ha +6ha +135ha +4ha +1ha +0ha +4ha +101ha +42ha
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第１回見直し（昭和54年９月）：高知市など203haを編入

■主な土地利用の方針
・高知市はりまや橋周辺及び高知城南側の区域は中心業務地として、また各市町

の中心部は地区商業地としてその機能の充実と整備に努める。
・高知市潮江西部や浦戸湾周辺埋立地、いの町などの既存工業地の整備に努める

とともに、布師田地区に新たな工業地を配置。
・既成市街地内の住宅地区の環境の維持改善に努め、高知市朝倉や横内・横浜、

南国市十市に新たな住宅地の形成を図る

第２回見直し（昭和61年２月）：高知市など約68haを編入

■主な土地利用の方針
・流通業務地として弥右衛門地区の機能集積及び施設の拡充・整備の推進、生鮮

食料品の総合流通基地として高知市中央卸売市場や弘化台地区の整備に努める。
・商業業務地周辺の住宅地は、防災構造の強化と併せ建物の中高層かを促進する

など土地の高度利用を図る。

第３回見直し（平成４年12月）：南国市など約135haを編入

■主な土地利用の方針
・都市圏各拠点への機能の分散による均衡のとれた多角的な健康で文化的な都

市生活および活力ある都市活動が可能な圏域の形成
・広域交通整備に併せた比江地区の工業地域としての整備
・物流の広域・高速化に対応した新規物流拠点の配置

第４回見直し（平成12年７月）：高知市など約105haを編入

■主な土地利用の方針
・産業・経済発展を図るための都市圏内各拠点への機能の分散を図り、均衡のと

れた多角的な都市構成の実現
・良好な都市観光を形成するために保全すべき地域と利便性の高い都市活動を実

現するために整備・開発すべき地域との区分の明確化。

１．これまでの都市計画の経緯

■区域区分見直しの変遷

■区域区分見直しにおける主な変更箇所

6

香美市

南国市
高知市

いの町

潮見台地区

観月坂地区

旭ｸﾞﾘｰﾝﾋﾙｽﾞ地区

高知みなみ流通団地
（高知市、南国市）

鶴見台地区

蒔絵台地区

望海ヶ丘地区

長浜日出野南地区

長浜産業団地

高知駅西地区

高知駅東地区

向陽台地区

築屋敷地区

大津ひなた
タウン地区

鷹匠町地区

高知南ﾆｭｰﾀｳﾝ地区

植田集落地区

南国ｵﾌｨｽﾊﾟｰｸ

なんごく流通団地

前山地区

高知ﾃｸﾉﾊﾟｰｸ

■市街化区域および市街化調整区域、用途地域、地区計画等の状況（平成22年時点）

※図中名称は地区計画策定地区を表す

１．これまでの都市計画の経緯



7出典）都市計画年報、都市計画課資料

■都市施設、市街地開発事業、５ha以上の大規模開発等

高知駅周辺地区

■市街地開発事業等の実施状況

１．これまでの都市計画の経緯

（３）都市基盤整備の状況

箇所数 面積(ha) 箇所数 面積(ha) 箇所数 面積(ha)

高知広域 6,190 30 1,013.6 4 198.4 34 1,212.0 19.6% 75.9%

高知市 5,071 25 886.9 3 178.1 28 1,065.0 21.0% 82.9%

南国市 540 1 56.2 0 0.0 1 56.2 10.4% 66.2%

香美市 225 1 52.3 0 0.0 1 52.3 23.2% 64.3%

いの町 354 3 18.2 1 20.3 4 38.5 10.9% 31.1%

全国 - 9,033 274,128 1400 53,290 10433 327,418 - 57.6%

四国 - 120 4,188 18 916 138 5,104 - 58.9%

幹線道路
の整備率

市町名 施工済(a) 施工中(b) 計(c)
市街化区域

面積
(ha)

市街化区域に
対する実施割

合(c/a)

土地区画整理法による事業

8

112
150

198 209

89
117

144 151

53%
58%

69%
72%

67%68%

79%
75%

0

50

100

150

200

250

300

350

S60年 H7年 H17年 H21年 S60年 H7年 H17年 H21年
0%

20%

40%

60%

80%

100%
未整備延長
整備済延長
整備率

道
路
延
長

整
備
率

(km) (％)

209

259

288 289

131

都市計画区域 市街化区域

174
191 192

81.7

44.7 45.3 45.6

146.3
(64.2%)

213.3
(82.4%)

202.8
(81.7%)

194.7
(81.3%)

3.5

4.5 4.6
4.8

0

50

100

150

200

250

300

350

400

昭和60年 平成7年 平成17年 平成21年

0

1

2

3

4

5

6
未整備面積
整備済面積
1人あたり公園面積

公
園
面
積

一
人
あ
た
り
の
公
園
面
積

(ha) (㎡/人)

◇都市計画道路は、約289kmが計画決定され、そのうち、これまでに
約208km（約72％）が整備されてきた。また、市街化区域内では
約151km（約79％）が整備されている。（一部供用された箇所を含む）

■都市計画道路整備の推移
道路整備率は
20年前と比べて
11ポイント向上

◇都市計画道路
◇都市計画公園は、167箇所（約259ha）が計画決定され、うち156箇所
（約213ha）の整備を行い、整備率は約82％となっている。
（一部供用された箇所を含む）

■都市計画公園整備の推移
1人あたりの公園面
積は20年前に比べ
て約1.3倍に増加

◇都市計画公園

■市町別の都市計画道路の計画延長と供用延長

計画(km) 供用(km) 整備率 計画(km) 供用(km) 整備率

高知市 201.6 160.6 79.7% 159.5 129.6 81.3%

南国市 57.6 33.2 57.6% 15.8 11.3 71.5%

香美市 16.2 10.5 64.8% 9.9 7.5 75.8%

いの町 13.3 4.1 30.8% 7.2 2.7 37.5%

高知広域 288.7 208.4 72.2% 192.4 151.1 78.5%

市街化区域都市計画区域

箇所数 面積(ha) 箇所数 面積(ha)

高知市 152 227.9 144 193.2 84.8%

南国市 4 3.5 3 1.7 49.0%

香美市 8 16.7 6 11.2 66.9%

いの町 3 10.7 3 7.2 67.3%

高知広域 167 258.9 156 213.3 82.4%

整備率
供用計画

■市町別の都市公園の計画面積と供用面積

出典：都市計画年報、都市計画課資料

出典：都市計画課資料(平成21年3月現在)

■都市施設の整備状況

１．これまでの都市計画の経緯
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全国の同規模の他都市計画区域と比較すると、市街化
区域（又は用途地域）における幹線道路の整備率及び
道路密度は高水準となっている。
一方、都市計画公園や公共下水道の整備水準は、他都
市と比べてやや低い水準となっている。

■都市計画道路(幹線街路)整備における同規模他都市との比較

■都市計画公園整備における同規模他都市との比較

7.64.52.53.3 3.14.95.3 3.5 0.6 3.5 8.3 3.4 0.4 7.3 0.3 1.3 1.6 3.3 2.9 4.4 2.6

81%
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(％：排水区域整備率)

■公共下水道の整備率における同規模他都市との比較

道路密度：５位/22都市、整備率:６位/22都市

公園面積：12位/22都市、整備率:17位/22都市 排水区域整備率：11位/22都市

※同規模な都市計画区域とは、
①都市圏人口が40～60万人
②中心都市人口が20～40万人 を含む都市計画区域を対象。

※比較データは都市計画年報(平成20年3月現在)による。

（参考）都市施設等整備における他都市との比較

１．これまでの都市計画の経緯

出典）都市計画年報

10

（１）都市計画による効果

効果例①：市街地の無秩序な拡大・拡散の抑制

・これまでの人口増加により市街地が拡大。

・しかし、全国の同規模他都市圏と比較すると、

都市規模と人口密度の関係では、コンパクトな

市街地となっている。

0
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60

20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120

DID面積

Ｄ
Ｉ
Ｄ
人
口

高知

(万人)

長崎

前橋

富山

盛岡

宮崎

旭川

(k㎡)

大分

高松

金沢

福井

長岡 山口

青森

松山

備後

東駿河

長野

宍道湖

■全国他都市圏とのDID人口密度と面積の比較

コンパクトな都市

拡散している都市

■全国他都市圏(中心都市)との二酸化炭素排出量の比較■全国他都市圏との自動車分担率の比較

※比較対象の都市圏は、
①都市圏人口が40～60万人
②中心都市人口が20～40万人 である都市圏を対象。

市街地が他都市比べてコンパクトであることから、自動車分担率や二酸化炭素排出量の低い、環境に優しい都市となっている

DID面積と人口密度との
関係では高知都市圏は
他都市と比べ平均よりも
コンパクトな都市圏
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都市規模(都市圏面積)

自
動
車
分
担
率

高知

(トリップ構成比:％)

長崎

前橋 富山

盛岡

宮崎

旭川

(km2)

大分

水戸

高松
秋田

福井

郡山

長岡

山口

青森

松山

備後

宍道湖
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高知市
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宇都宮市

松山市

盛岡市

前橋市

那覇市

(km2)

四日市市

富山市

宮崎市

高松市

大分市

徳島市

佐賀市

秋田市

福井市

金沢市

下関市

長野市

青森市

大津市

鳥取市

山形市

奈良市

和歌山市

長崎市

出典）平成17年国勢調査

出典）環境自治体会議(2010年値)出典）パーソントリップ調査

２．第１回策定委員会のまとめ

■区域区分の実施における効果

※ ：1990年以前のＰＴ調査
※ ：路面電車がある都市圏 ※ ：路面電車がある市
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■潮江西部地区土地区画整理事業の実施
（潮江西部密集住宅市街地整備促進事業を併せて実施）

事業内容：区画街路、歩行者・自転車専用道路の整備、
公園の整備、宅地の整形化と移転 など

施行面積：13.3ha
事業期間：平成７年度～21年度

【潮江西部地区】
地区の問題点：道路基盤整備が伴わないまま市街化が進み、

老朽建築物の密集などによる防災上の懸念や
住環境などの悪化が危惧されていた。

▼
○狭小道路(４ｍ未満)が地区内道路の約65％を占め、狭小
道路のみに接する建物が、地区全体の55％に上っていた。

■事業区域における施工前後の状況■事業実施前の４ｍ未満道路の状況

【事業による効果】
★４ｍ未満の狭小道路が改善され、歩行者用道路を
含め、全ての道路に対し十分な幅員が確保された。

★また、建物も全て４ｍ以上の道路に面することと
なり、住環境が改善され、防災上の安全性も向上。

■都市基盤整備の実施における効果

(施行前) (施行後)

65.4%

54.5%

0.0% 0.0%
0%

20%

40%

60%

80%

100%

狭小道路率 ４ｍ未満の道路に
のみ接する建物率

施工前 施工後

解消

解消

２．第１回策定委員会のまとめ
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都市計画公園供用面積 誘致圏人口

【都市計画公園】
◇都市計画公園は、

昭和50年時点： ５８箇所、 ７３haを供用
平成21年時点：１５６箇所、約２１３haを供用

（一部供用された箇所を含む）
▼

公園誘致圏人口は12.2万人→27.5万人に増加

■都市計画公園の供用面積及び誘致圏人口の変化

◇公園の誘致(サービス)圏域
街区公園：半径250ｍ
近隣公園：半径500ｍ
地区公園：半径１ｋｍ

※その他の公園は広域的なサービスを享受
するものと考えられるため対象外とした

2.9倍

2.3倍

■都市施設整備による効果

２．第１回策定委員会のまとめ
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（２）都市計画上の課題

◇工業系用途地域で住宅地等への転換が進み、建物用途の混在による住環境や操業環境への影響が懸念される

◇住宅密集地など住環境や防災上問題を有し、早期に改善が必要な地区が残る

◇都市計画決定以降事業化されておらず、長期未着手となっている道路や公園などが存在

◇隣接する非線引きの都市計画区域において人口や開発動向などの高まりがみられる一方で、スプロールの発生
などの課題が顕在化

都市計画上の問題点や課題への対応の方向性などについて都市計画区域ＭＰに反映

４m未満の道路

敷地規模の小さい戸建
住宅が密集して連担。
また、地区内には多く
の４ｍに満たない狭小
道路が存在

※図中( )数値は各用途地域における住宅・商業・工業地の合計に
対する工業用地の割合を示す。

※その他：都市運営用地、文教厚生用地、道路用地、交通施設用地、
公共緑地

■工業系用途地域別の地目別面積

出典）都市計画基礎調査結果

■住宅密集地の状況

※第１回策定委員会資料参照

２．第１回策定委員会のまとめ
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３．区域区分の有無について

（１）前回策定時における区域区分の有無の考え方

県民アンケート調査結果
≫線引きの規制を緩和してほしいとの意見はあるものの、

大多数は線引きは必要との意見

④:8%③:10%

②:59%

①:23%

■線引きについてのアンケート結果
①都市機能をまとめた効率的なまちづくりをするために引き続き線引きを

行って行くべきである
②線引きは必要だが、地域によっては身近に

ほしい店舗などもあり、部分的には緩やか
にするべきである

③どこでも住宅や商業施設などが建てられる
ようにするためにも、線引きは行うべきでない

④その他

１．市街地の拡大の可能性 ２．良好な環境を有する市街地の形成 ３.自然的環境の整備・保全への配慮

≫人口は増加傾向にあるが平成22年を
ピークに減少傾向に転じ、以降減少が
続くものと予測される。

≫工業生産額は減少傾向にあり、工業団
地や流通業務団地の分譲も厳しい状況
にあり、新たな工業団地等の造成は期
待できない。

▼
人口・工業等の動向からは市街地が拡
大する可能性は低く、また現行以上に
市街地を拡大する必要性もない。

≫高知広域の周辺には、身近に触れるこ
とができる豊かな自然環境があふれて
おり、これら自然環境と調和を図るこ
とが重要な課題。

≫自然環境や農業環境などは、まとまり
として存在することにより、その機能
が十分に発揮できるものと考えられる

▼
これらの自然環境に対しては、今後も
開発を抑制することにより、その保全
を図る必要がある

≫市街化区域内には低未利用地が多く存
在し、スプロール化や市街地の空洞化
により都市の魅力が低下。

≫線引きを廃止した場合、基盤施設が不
十分な地域への開発が進み、スプロー
ルの問題や基盤整備が追いつかず都市
環境が悪化することが懸念される

▼
効率的な都市運営を行うために、人口
の規模に応じたコンパクトな市街地の
形成を図ることが必要。

区域区分の有無を定めるにあたっての視点

構成市町（２市３町）の意見
≫線引きの存続が基本。

≫線引きにより秩序ある土地利用区分、効率的な
公共投資が可能。

≫人口の受け皿は、市街化区域内での居住環境整
備により対応。

≫個別課題として市街化調整区域内における市街
化区域隣接部での開発誘導や商業施設導入など
がある

＋

都市計画区域マスタープランにおいては
「区域区分は維持」との結論
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（２）都市計画制度の見直し事例について

香川県では、県内で唯一区域区分制度が適用されていた香川中央都市計画区域において、平成16年５月に区域区分を廃
止し、県内の都市計画区域の再編を行うとともに、新たな土地利用規制を導入する都市計画の見直しが行われた。

◇都市計画の見直しの背景

○区域区分制度導入後の状況
・全県人口は平成12年をピークに人口が減少。
・香川中央から周辺市町への流出による人口増加。
・市街化区域内、特に中心部での人口の減少
・モータリゼーションの進展等による生活圏域の拡大。
・道路整備に伴い、周辺の都市計画白地地域や都市計画区域

外の道路沿道での宅地化の進展
・香川中央を始め各都市計画区域が小規模であり、生活活動

圏域の拡大との不整合の発生

○都市つくりにおける課題
・人口減少に対応したコンパクトなまちづくり
・市街化区域内の人口減少への対応
・周辺市町や圏外への人口流出への対応
・少子高齢化に対応した地域サービス施設の効果的な整備
・産業集積の促進・拡大
・中心市街地の活性化、郊外店舗の立地抑制
・都市計画区域外での乱開発の防止
・農地や自然緑地等の保全、ゆとりある田園居住環境の実現
・道路や下水道等の都市基盤施設の効率的な整備の促進と既

存施設の有効活用

■香川県の都市計画区域位置図(平成12年) ■高松市等における人口移動の状況(昭和60年→平成２年)

出典）平成2年国勢調査

23区域(７市17町)

出典）市街化区域および市街化調整区域に関する都市計画の見直し –香川県の試み-

３．区域区分の有無について
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平成12年12月：「香川県都市計画基本構想検討委員会」を設置
・平成14年４月までに５回の委員会を開催
・市町からの意見聴取、県民アンケートなども併せて実施

平成13年６月：第２回委員会
・ ・アンケート調査結果、これからの都市計画の

あり方など

平成13年10月：第３回委員会
・まちづくりの方向性、線引の要否
・香川中央都市計画区域内市町都の意見交換

平成14年２月：第４回委員会
・香川県における今後の都市計画のあり方

平成14年４月：第５回委員会
・都市計画における今後の方針

≫平成13年２～４月：県民アンケート調査の実施
・調査対象：各種団体、県政及び市政モニター
・調査方法：郵送による配布、回収(回答数：643名)

≫平成13年６月：市長会(高松市、坂出市、丸亀市)から
の要望書

≫平成13年６月：坂出市議会で線引き廃止のを求める意
見書を全会一致で可決し、提出

≫平成13年６月：市議会保守系議員協議会からの要望書

≫平成13年９月：高松市議会で線引きの廃止を求める意
見書を可決、提出

≫平成13年10月：第３回委員会においては香川中央都市
計画区域内市町長との意見交換を実施

≫平成13年11月：市議会議長会からの要望書

≫平成13年11月：市長会(坂出市)からの要望書

≫平成13年11～12月：市町アンケート(意見照会)の実施
・県内市町を対象に今後の都市計画のあり方について
・香川中央を構成する(３市２町)については区域区分制度の

今後の適用についても質問

≫平成13年12月：丸亀市議会からの意見書

≫平成13年12月：坂出市長、議長連盟の要望書
(住民署名添付)

≫平成14年２月：丸亀市長より新しい都市警句の実現に
係る意見書

≫平成14年３月：パブリックコメントの実施

≫平成14年７月：宇多津町農業委員会からの要望書

平成12年５月：都市計画法及び建築基準法の改正

平成14年５月：検討委員会報告
・現在の都市圏の広がりがりに対応した都市計画区域の再編
・新たな土地利用コントロール方策の導入を前提にした線引

きの廃止 を提言

平成14年６月以降：県、関係市町で土地利用規制等に関する具体案の検討

平成15年３月 ：第６回委員会で新たな土地利用コントロールの方向性を
確認

平成15年７月：香川県の新たな都市計画の素案を確定

平成16年５月：新しい都市計画制度がスタート

■検討委員会開催中の主な動き(アンケート、要望など)

関係機関との調整

県
庁
内
で
の
検
討

国
の
関
連
機
関
等
と
の
調
整

市
町
と
の
調
整

都市計画変更手続き
・住民説明会の開催(31回)
・公聴会 など

■都市計画制度の見直しの経緯

３．区域区分の有無について
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■新たな都市計画制度の概要

１．都市計画区域の拡大再編
≫モータリゼーションの進展等に伴う都市圏の拡大してきたため、

これまで２３区域(７市１７町)の指定されていたものを１２区
域(７市18町)に再編し、区域を拡大

３．用途白地地域の形態規制の見直し
≫中高層で高密な建築物が立地し、周辺環境へ影

響を与える恐れがあるため、地域の実情に応じ
て建ぺい率・容積率を強化・緩和し指定

２．特定用途制限地域の指定
≫用途白地地域において、地域の実情に応じて特定の建築物等を制限し、良

好な環境の形成保全を図るために、特定用途制限地域を指定

４．開発許可制度の見直し
≫良好な居住環境の創出を図るため、許可面積を

3,000㎡以上から1,000㎡以上に引き下げ、最低
敷地規模を設定。

５．風致地区の見直し
≫風致に富んだ良好な都市環境の保全又は形成

を図るために、他法令による十分な保全措置
が講じられていない都市近郊緑地を指定

３．区域区分の有無について
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• 平成16年の線引き廃止後、都市計画区域外の人口が減尐に転じ、旧市街化調整区域の人口が急激に増加。

• 一方、旧市街化区域の人口は引き続き減少しており、その大半は旧市街化調整区域に流出。

■高松市旧区域別の人口動態(平成16年～平成21年) ■高松市各地区における人口動態(平成16年と21年の比較)

出典）社会資本整備審議会 都市計画・歴史的風土分科会
都市計画部会 都市計画制度小委員会（第７回）

３．区域区分の有無について

■都市計画見直し前後の人口動向
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農地転用面積 開発許可面積
開発許可と農地転用

の面積の差

旧市街化
調整区域

平成11～15年度(平均) ２１.５ha ５.２ha １６.３ha

平成16～20年度(平均) ５６.１ha ３３.８ha ２２.３ha
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■旧香川中央都市計画区域における農地転用面積の推移

出典）線引廃止5年間の土地利用等の動向調査(香川県)

■旧香川中央都市計画区域における開発許可面積

■都市計画見直し前後の開発動向

34.6ha増 6ha増

■区域区分廃止前後における変化

◇区域区分の廃止前後で比較すると、旧市街化調整区域の農地転用面積は
３４.６ha増加し、開発許可面積は２８．６ha増加。

◇農地転用面積と開発許可面積の差は、６haとなっており、土地の供給が
宅地の需要を上回っている。

区域区分廃止 区域区分廃止

28.6ha増

３．区域区分の有無について


